
         草刈り作業の自治会等への業務委託実施要領    

 （趣旨）  

第１条 この要領は、地域住民が自分たちの住むまちを美しくするために行う草刈り活動

を、県と地域住民が対等なパートナーシップを組んで積極的に推進することを目的とし

て、県が管理する道路・河川・公園の草刈りを自治会等に業務委託するため、必要な事

項を定めるものである。 

 （自治会等の定義） 

第２条 この要領において、「自治会等」とは、自治会、婦人会、老人会、水利組合、市

民団体及びこれに準ずる団体のうち、次の要件を満たす団体をいう。 

  (1)団体の存在が客観的に明らかなこと。 

  (2)営利を目的とした団体でないこと。 

 （草刈り区域図面の作成） 

第３条 建設事務所長は、毎年度当初、管理上必要な草刈り区域を表示した図面を作成し、

自治会等の求めに応じて提示できるようにしておくものとする。 

 （事業の実施） 

第４条 建設事務所長は、自治会等から草刈りを行いたい旨の申し出があった場合、草刈

り予算の執行状況等を勘案して、事業を実施するものとする。 

 （実施方法） 

第５条 草刈りを行おうとする自治会等は、毎年５月末日までに様式１による実施申出書

を建設事務所長に届け出るものとする。 

  ただし、建設事務所長が認めたときは、この期限が過ぎても届け出ることができる。 

２ 建設事務所長は、別記３（自治会等の要件の確認方法）により、申出のあった団体が 

第２条の規定による自治会等に該当するかを確認する。 

３ 建設事務所長は、前項の結果等に基づき、委託先を決定する。 

４ 建設事務所長は、委託先を決定したときは、様式２により業務担当者を選任し、様式

３により契約書類の送付にあわせて自治会等に通知するとともに、必要に応じて当該市

町に様式１の実施申出書の写しを送付するものとする。 

５ 建設事務所長は、事業を実施するに当たっては、自治会等と委託契約を締結するもの

とし、地方自治法施行令第 167 条の２第１項第１号（規則で定める額を超えないものと

するとき）及び同項第７号（時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することがで

きる見込みのあるとき）により、随意契約とする。 



なお、契約金額は、三重県会計規則第 73 条第１項第６号に定める 100 万円を上限

とする。 

 （契約内容） 

第６条 自治会等との委託契約は、次項の場合を除いて、様式４－１及び様式４－２で行

うものとする。 

２ 道路の草刈りについては、別記１の基準により交通整理員を配置することとし、この

場合の委託契約は、様式４－１及び様式４－３で行うものとする。 

 （実施区域・面積） 

第７条 実施区域は、第３条で表示した区域のうち、当該自治会等の活動区域又は隣接し

た区域を行うものであり、１事業面積当たりの実施面積は、河川、公園は 500 ㎡以上、

道路は 100 ㎡以上とする。 

（除草作業） 

第８条 自治会等は、除草作業に関して以下の各号を遵守するものとする。 

 (1)除草した刈草の処分については、原則、市町処分場で処分又は区有地等での堆肥 

化とし、野焼きは行わないものとする。 

 (2)草刈りの刈り取り回数は、河川、公園については１回、道路については１回又 

は２回とする。 

 (3)道路の刈り幅は、原則として平面部１．０ｍ、法面部１．５ｍとする。 

   河川除草の範囲は、別記４を参照とする。 

 （契約額） 

第９条 事業ごとの契約額は、別表によるものとする。草刈りの刈り取り回数が２回の場

合は、別表の２倍の金額とする。ただし、契約金額の上限は１００万円とする。 

  自治会等に委託する場合は、原則的に消費税は算定しないこととするが、自治会等が 

課税事業者であると確認できた場合は、消費税を加えて委託するものとする。 

 （完了届） 

第 10 条 自治会等は、草刈り作業を完了したときは直ちに様式５による作業完了報告書

を提出しなければならない。 

 （完了検査） 

第 11 条 建設事務所長は、様式６により事務所内の職員を検査員に任命するものとする。 

２ 建設事務所長は、作業完了報告書を受けたときは、10 日以内に前項の検査員に検査

を実施させ、検査員は様式７による復命を行うとともに、様式８による作業完了認定書



により通知しなければならない。 

３ 検査時の基準は別記２のとおりとする。 

４ 検査の結果修補が必要なときは、検査員は、様式９による修補指示書による指示を行

う。 

 （支払） 

第 12 条 建設事務所長は、作業完了認定書により認定した自治会等から、様式 10 による

請求書により請求を受けたときは、30 日以内に委託料を支払わなければならない。 

（暴力団等による不当介入を受けた場合の措置） 

第 13 条 業務の履行にあたって「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措

置要綱」に規定する暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以下「暴力団等」と

いう。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとする。 

 (1)断固として不当介入を拒否すること。 

 (2)速やかに警察に通報するとともに、捜査上必要な協力をすること。 

 (3)速やかに発注者に文書で報告すること。 

 (4)暴力団等による不当介入を受けたことにより業務に遅れが生じる等の被害が生じる

おそれがある場合、発注者と協議を行うこと。 

（県の解除権） 

第 14 条 県は、自治会等が次の各号のいずれかに該当するときは、催告なしに契約を解

除することができる。 

 (1) 委託業務の履行ができないと明らかに認められるとき。 

 (2) この業務に関し、不正又は不誠実な行為をしたと県が認めたとき。 

 (3) 「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第３条又は第４

条の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止措置

を受けたとき。 

 (4)  この業務に関し、暴力団等による不当介入を受けたにもかかわらず、警察への通

報若しくは県への報告を怠り、著しく信頼を損なう行為を行ったと認められるとき。 

 (5) 前各号に掲げる場合のほか、契約に違反し、その違反により契約の目的を達する

ことができないと認められるとき。 

２ 県は、前項の規定により契約を解除した場合は、様式 11 により、請負契約解除通知

書を自治会等へ通知し、自治会等は委託金額の 10 分の１に相当する額を違約金として

県の指定する期間内に支払わなければならない。 



  ただし、自治会等の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この

限りではない。 

３ 県は、第１項の規定により契約を解除したときは、委託業務の終了した部分を確認し、

相応する委託料を支払うものとする。 

（自治会等の解除権） 

第 15 条 自治会等は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することがで

きる。 

 (1)天災その他の不可抗力により契約の履行が不可能となったとき。 

 (2)県の責めに帰すべき事由により、自治会等がこの契約を履行できないとき。 

 ２ 第 13 条第３項の規定は、前項第１号の規定により契約を解除した場合に準用する。 

 ３ 第１項第２号の規定により契約を解除した場合には、県は、これによって生じた自

治会等の損害を賠償するものとする。ただし、その賠償額は、県と自治会等で協議し

て定める。 

 （その他） 

第 16 条 この要領に定めない事項は、県土整備部担当課と協議すること。 

   附 則 

 この要領は、平成１２年４月１日から施行する。 

  改正後の要領は、平成１３年４月１日から施行する。 

  改正後の要領は、平成１４年４月１日から施行する。 

  改正後の要領は、平成１７年８月１日から施行する。 

 改正後の要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

  改正後の要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

 改正後の要領は、平成２０年４月２４日から施行する。 

改正後の要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

改正後の要領は、平成２３年４月２１日から施行する。 

改正後の要領は、平成２４年４月２０日から施行する。 

改正後の要領は、平成２５年４月１９日から施行する。 

改正後の要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

改正後の要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

改正後の要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

改正後の要領は、平成３０年４月１日から施行する。 



改正後の要領は、令和２年４月１日から施行する。 

改正後の要領は、令和３年４月１日から施行する。 

改正後の要領は、令和５年４月１日から施行する。 

改正後の要領は、令和６年４月９日から施行する。 

改正後の要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 



別記１（第６条関係） 道路の草刈りで交通整理員を配置する場合の基準 

 通過交通量が 500 台／12ｈを超える車道上の草刈り作業については、交通整理員を配置

するものとする。但し、作業場所が歩道或いは待避場等であって、通過車両の支障、危険

がないと認められる場合は、交通整理員の配置を要しない。  

  

別記２（第 11 条関係） 

   検査項目       基   準 

 

 

検査時の 

めやす 

 

 

 刈り取り草丈 

 

 

 

 道路・公園 

     平均 10㎝程度以下 

 河川 

   平均 20㎝程度以下 

 区域 

 

 現地と図面に表示された杭等の範囲 

内の目視による確認 

    現場の写真（検査員をいれたもの）１枚を撮る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記３（第５条第２項関係） 

 

自治会等の要件の確認方法 

 

（自治会等の要件【第２条関係】） 

第２条 この要領において、「自治会等」とは、自治会、婦人会、老人会、水利組合、市

民団体及びこれに準ずる団体のうち、次の要件を満たす団体をいう。 

  （１）団体の存在が客観的に明らかなこと。 

  （２）営利を目的とした団体でないこと。 

 

（確認方法） 

申出のあった団体が自治会等の要件を満たしているかの確認は、次によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※規約等とは「規約」、「構成員を明らかにするもの」及び「自治会等の要件」に規定す 

 る「活動内容を明らかにするもの」を指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「関係市町への問い合わせ」等や「本制度

による過去の実績」により確認できない場

合 

「関係市町への問い合わせ」「関係企業等 

への問い合わせ」や「本制度による過去の 

実績」により確認できる場合 

これによる 

規約等※の内容の確認、

団体への聴き取りなどに

より判断 



別記４（第８条第１項（３）関係）追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

土による堤防の場合

コンクリート等護岸のある場合

堀込み河道の場合

（原則、対象外）

部分が、草刈り該当箇所

河川除草の範囲



（様式１）                          年  月  日 

     三重県知事       あて 

草刈作業実施申出書 

 申出団体の住所、団体名称、代表者氏名及び連絡先 

（住   所）            

（団体名称）      ＊注意：（様式10）請求書の口座名義人と同じにしてください。もしくは委任状対応 

（代表者氏名）                                                   

（連絡先・電話番号） 

 作  業  内  容                   

①作業を行う場所 
 

       市・町     地区 

 

②道路・河川・公園名 

 

 

 

 道路・        号（線） 

 河川・        川（１級・２級、右岸・左岸） 

 公園・        公園 

③実施面積等 

 

 

      から    まで    ｍの区間 

     （約         ㎡） 

④作業予定期間等 

 

     年  月  日から     年  月  日まで 

   刈り取り回数     回 

  （河川・公園：１回、道路：1回又は２回） 

⑤現場責任者氏名・連絡先                                             ℡ 

⑥刈り草処分方法 
 
 

 ア処分場への持ち込み イ区有地等での堆肥化  ウその他(         ） 
 
 

⑦作業の参加予定人数 

   

（    回目）       人※申出時に決まっていなければ 

（    回目）       人 記載を省略できます。 

 ＊申出にあたっては、作業場所がわかる地図（位置図）及び作業見取平面図を添付してください。 

  ＊作業現地には、区域が確認できるように杭等を設置するとともに、作業見取平面図にそれを明示してください。 

 ＊添付資料を含め、本申出書は E メールによる建設事務所への届け出も可能です。メール件名は「草刈作業実施申出

書」として送付ください。（別紙参照：三重県建設事務所別の E メール一覧） 



別紙 三重県建設事務所別 Eメール一覧 ＜自治会委託の草刈作業実施申出書に関すること＞ 

 

建設事務所名 以下に係る県管理施設 E メールアドレス 電話番号 

 桑名建設事務所 桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町 wkenset@pref.mie.lg.jp 0594-24-3663 

 四日市建設事務所 四日市市、菰野町、朝日町、川越町 hkenset@pref.mie.lg.jp 059-352-0671 

 鈴鹿建設事務所 鈴鹿市、亀山市 zkenset@pref.mie.lg.jp 059-382-8691 

 津建設事務所 津市 tkenset@pref.mie.lg.jp 059-223-5215 

 松阪建設事務所 松阪市、多気町、明和町、大台町 mkenset@pref.mie.lg.jp 0598-50-0579 

 伊勢建設事務所 伊勢市、玉城町、度会町、南伊勢町、大紀町 nkenset@pref.mie.lg.jp 0596-27-5205 

 志摩建設事務所 鳥羽市 志摩市 skenset@pref.mie.lg.jp 0599-43-9626 

 伊賀建設事務所 伊賀市、名張市 gkenset@pref.mie.lg.jp 0595-24-8210 

 尾鷲建設事務所 尾鷲市、紀北町 okenset@pref.mie.lg.jp 0597-23-3539 

 熊野建設事務所 熊野市、御浜町、紀宝町 kkenset@pref.mie.lg.jp 0597-89-6147 

 

 



（様式２） 

                                                        年  月  日 

 

業 務 担 当 命 令 書 

 

（職   名） 

       （氏    名） 

                                                        ○○建設事務所長 

 

   下記の委託業務について、図面等に基づき業務担当者となることを命ずる。 

  

施 工 場 所             

  

委 託 業 務 名        

 

委 託 金 額                ￥ 

 

                       刈り取り面積                 ㎡ 

                       刈り取り回数                 回 

 

作業団体の住所 

作業団体の名称 

代 表 者 氏 名        

 

契 約 の 締 結                           年      月      日 

 

着 手                           年      月      日 

 

完 了 予 定                           年      月      日 



 （様式３）                         ○○ 第    号 

                                 年  月  日 

     ○○団体代表者 様 

                          ○○建設事務所長 

 

契約書類の送付及び業務担当者の決定について 

 先に、お申出をいただいた草刈り作業の契約書類を送付いたしますので、手続方よろし

くお願いします。 

 なお、本委託事業の業務担当者を定めましたので、今後の連絡はこの者を通じて行って

下さい。 

記 

１ 送付書類 

 ① 草刈作業委託契約書 

 ② 草刈作業完了報告書 

 ③ 請求書 

 ・①「草刈作業委託契約書」の代表者の個所に代表者認印を押印してください。（法人

格を有する団体については、団体印をあわせて押印してください。） 

 ・①「草刈作業委託契約書」は２通作成し、それぞれのページの継ぎ目に割印を押す  

  とともに、１通に収入印紙（２００円）を貼り割印を押して、２通とも○月○日まで 

  に返送してください。 

 ・②「草刈作業完了報告書」は、作業完了後すぐに所定の写真を添付して提出してく  

  ださい。 

  なお、刈り取り回数が２回ある場合は、各回の作業の完了毎に提出してください。 

 ・③「請求書」は作業完了認定書が送付され次第、すみやかに提出してください。 

    但し、刈り取り回数が２回ある場合は、最後の作業が完了した後に提出してくだ    

さい。 

 ・申出団体名称・代表者氏名と口座名義人を統一してください。 

                                  業務担当 

                                        （課名等） （氏 名） 

                         ℡ 



（様式４－１） 

          草刈作業委託契約書 

 

収入 

印紙 

１ 委託業務名 

 

２ 施工場所                  市       町 

                             大字      地内 

               郡        

 

３ 施工期間     着 手      年    月    日 

           完 了      年  月  日 

 

４ 委託金額     ￥               

                      刈り取り面積              ㎡ 

                      刈り取り回数              回 

５ 契約保証金        免  除 

 上記委託業務について、発注者と受注者は各々対等な立場における合意に基づいて、別

添の条項によって公正な委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとす

る。 

 本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

        年  月  日 

 

          発注者    津市広明町１３番地 

                 三重県 

                 三重県知事                    印 

 

          受注者    （住  所） 

                                  （団体名称） 

                 （代表者氏名）            印   



 

（様式４－２）（道路（交通整理員なし）、河川及び公園用） 

草刈作業委託契約書の条項 

 （業務内容） 

第１条 作業範囲は 

 

 

 道路     号（線）    

 の          

             

 河川          川（１級・２級 右岸・左岸） 

 公園          公園  

       から      まで      ｍで別紙図面で表示する区域とする。 

        （図面には、現地で目視により範囲が確認できるように杭等の表示をすること。）  

 ２ 草刈りは、雑草類を道路・公園については地表面平均１０㎝ 程度以下、河川につ

いては地表面平均２０㎝程度以下に刈り取るものとする。 

 ３ 草刈り後の処理は、受注者の責任で行い、原則として地元市町の協力を得て清掃工

場へ受け入れてもらうこと。 

４ 特定外来種（オオキンケイギク等）の落下や種子の飛散等の逸脱防止措置を図るた

め、ダンプトラック等の荷台に刈り草を積み込み運搬する場合は、シートによる被覆

などの対策を講じるものとする。ただし、その恐れがないことが明らかな場合はその

限りではない。 

 （施工） 

第２条 受注者は、作業を施工期間内に確実な履行を図らなければならない。 

 ２ 受注者は、作業実施日を事前に発注者へ報告しなければならない。 

 ３ 受注者は、作業が完了したときは、作業完了報告書を提出しなければならない。 

 ４ 作業完了報告書に添付する写真は、起終点における作業前、作業中、作業後の写真

各１枚とし、同方向から撮影し比較対照できるものとする。 

 （業務担当者） 

第３条 発注者は、業務担当者を設置し、その氏名を受注者に通知しなければならない。 

 ２ 業務担当者は次の業務を行う。 

  一 草刈り作業実施申出書による場所、延長、面積等の確認及び確定 

  二 契約の履行についての受注者又は受注者の現場責任者との連絡、協議又は指示 

 （現場責任者） 

第４条 受注者は、現場責任者を定めてその氏名を発注者に連絡しなければならない。 

 ２ 現場責任者は、作業時には現地に常駐し、その運営を行い、安全に草刈りが執行で

きるようにしなければならない。 

 （事故対策） 

第５条 受注者は、作業にあたっては事故に十分注意し、特に、通過交通車輌に支障とな

らないよう配慮しなければならない。 

 ２ 受注者は、保険（傷害、賠償）に加入しなければならない。 

 ３ 作業中の事故等については、受注者の責任において処理するものとする。 

 （第三者に及ぼした損害） 

第６条 作業の実施について第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠償し



なければならない。ただし、その損害のうち発注者の責に帰すべき事由により生じたも

のについては、発注者が負担する。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、作業の実施に伴い通常避けることができない騒音、振動

等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、発注者がその損害を負担しなければ

ならない。ただし、その損害のうち作業の実施につき受注者が善良な管理者の注意義

務を怠ったことにより生じたものについては、受注者が負担する。 

 ３ 前２項の場合その他作業の実施について第三者との間に紛争を生じた場合において

は、発注者及び受注者は協力してその処理解決にあたるものとする。 

 （検査） 

第７条 発注者又は発注者が検査を行う者として定めた職員（以下、「検査員」とい

う。）は、第２条第３項の規定による作業完了報告書を受けたときは１０日以内に検査

を実施し、当該検査結果を受注者に通知しなければならない。この場合の現地確認には、

原則として受注者の立会を求めないものとする。ただし、検査員が立会を求めたときは

立ち会わなければならない。 

 ２ 受注者は、作業が前項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者の検査を

受けなければならない。この場合においては、修補の完了を作業の完了とみなして前

項の規定を準用する。 

 （支払） 

第８条 受注者は、前条第１項の検査に合格したときは、委託料の支払いを請求すること

ができる。 

 ２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から３０日以内

に委託料を支払わなければならない。 

（暴力団等による不当介入を受けた場合の措置） 

第９条 業務の履行にあたって「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置

要綱」に規定する暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以下「暴力団等」と

いう。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとする。 

 一 断固として不当介入を拒否すること。 

二 速やかに警察に通報するとともに、捜査上必要な協力をすること。 

 三 速やかに発注者に文書で報告すること。 

四 暴力団等による不当介入を受けたことにより業務に遅れが生じる等の被害が生じる

おそれがある場合、発注者と協議を行うこと。 

 （発注者の解除権） 

第 10 条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、催告なしに契約を

解除することができるものとし、このことにより受注者に損害が生じても、発注者はそ

の責めを負わないものとする。 

 一 委託業務の履行ができないと明らかに認められるとき。 

 二 この契約に関し、不正又は不誠実な行為をしたと発注者が認めたとき。 

三 「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第３条又は第４条

の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止措置を受

けたとき。 



 四 この契約に関し、暴力団等による不当介入を受けたにもかかわらず、警察への通報

若しくは発注者への報告を怠り、著しく信頼を損なう行為を行ったと認められるとき。 

 五 前各号に掲げる場合のほか、契約に違反し、その違反により契約の目的を達するこ

とができないと認められるとき。 

２ 発注者は、前項の規定により契約を解除した場合は、様式 11 により、請負契約解

除通知書を受注者へ通知し、受注者は委託金額の１０分の１に相当する額を違約金と

して発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

ただし、受注者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この

限りではない。 

３ 発注者は、第１項の規定により契約を解除したときは、委託業務の終了した部分を

確認し、相応する委託料を支払わなければならない。 

（受注者の解除権） 

第 11 条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができ

る。 

 一 天災その他の不可抗力により契約の履行が不可能となったとき。 

 二 発注者の責めに帰すべき事由により、受注者がこの契約を履行できないとき。 

 ２ 第 10 条第３項の規定は、前項第１号の規定により契約を解除した場合に準用する。 

 ３ 第１項第２号の規定により契約を解除した場合には、発注者は、これによって生じ

た受注者の損害を賠償しなければならない。ただし、その賠償額は、発注者と受注者

で協議して定める。 

 （補則） 

第 12 条 この契約書に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協

議して定めるものとする。  

 



（様式４－３）道路（交通整理員配置）用 

草刈作業委託契約書の条項 

 （業務内容） 

第１条 作業範囲は、道路        号（線）の       から       

 まで      ｍで別紙図面で表示する区域とする。 

        （図面には、現地で目視により範囲が確認できるように杭等の表示をすること。）  

 ２ 草刈りは、雑草類を地表面平均１０㎝ 程度以下に刈り取るものとする。 

 ３ 草刈り後の処理は、受注者の責任で行い、原則として地元市町の協力を得て清掃工

場へ受け入れてもらうこと。 

４ 特定外来種（オオキンケイギク等）の落下や種子の飛散等の逸脱防止措置を図るた

め、ダンプトラック等の荷台に刈り草を積み込み運搬する場合は、シートによる被覆

などの対策を講じるものとする。ただし、その恐れがないことが明らかな場合はその

限りではない。 

 （施工） 

第２条 受注者は、作業を施工期間内に確実な履行を図らなければならない。 

 ２ 受注者は、作業実施日を事前に発注者へ報告しなければならない。 

 ３ 受注者は、作業が完了したときは、作業完了報告書を提出しなければならない。 

 ４ 作業完了報告書に添付する写真は、起終点における作業前、作業中、作業後の写真

各１枚とし、同方向から撮影し比較対照できるものとする。 

 （業務担当者） 

第３条 発注者は、業務担当者を設置し、その氏名を受注者に通知しなければならない。 

 ２ 業務担当者は次の業務を行う。 

  一 草刈り作業実施申出書による場所、延長、面積等の確認及び確定 

  二 契約の履行についての受注者又は受注者の現場責任者との連絡、協議又は指示 

 （現場責任者） 

第４条 受注者は、現場責任者を定めてその氏名を発注者に連絡しなければならない。 

 ２ 現場責任者は、作業時には現地に常駐し、その運営を行い、安全に草刈りが執行で

きるようにしなければならない。 

 （事故対策） 

第５条 受注者は、作業にあたっては事故に十分注意し、交通整理員を配置して交通の安

全を確保し、特に、通過交通車輌に支障とならないよう配慮しなければならない。 

 ２ 受注者は、保険（傷害、賠償）に加入しなければならない。 

 ３ 作業中の事故等については、受注者の責任において処理するものとする。 

 （第三者に及ぼした損害） 

第６条 作業の実施について第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠償し

なければならない。ただし、その損害のうち発注者の責に帰すべき事由により生じたも

のについては、発注者が負担する。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、作業の実施に伴い通常避けることができない騒音、振動

等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、発注者がその損害を負担しなければ

ならない。ただし、その損害のうち作業の実施につき受注者が善良な管理者の注意義



務を怠ったことにより生じたものについては、受注者が負担する。 

 ３ 前２項の場合その他作業の実施について第三者との間に紛争を生じた場合において

は、発注者及び受注者は協力してその処理解決にあたるものとする。 

 （検査） 

第７条 発注者又は発注者が検査を行う者として定めた職員（以下、「検査員」とい

う。）は、第２条第３項の規定による作業完了報告書を受けたときは１０日以内に検査

を実施し、当該検査結果を受注者に通知しなければならない。この場合の現地確認には、

原則として受注者の立会を求めないものとする。ただし、検査員が立会を求めたときは

立ち会わなければならない。 

 ２ 受注者は、作業が前項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者の検査を

受けなければならない。この場合においては、修補の完了を作業の完了とみなして前

項の規定を準用する。 

 （支払） 

第８条 受注者は、前条第１項の検査に合格したときは、委託料の支払いを請求すること

ができる。 

 ２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から３０日以内

に委託料を支払わなければならない。 

（暴力団等による不当介入を受けた場合の措置） 

第９条 業務の履行にあたって「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置

要綱」に規定する暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以下「暴力団等」と

いう。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとする。 

 一 断固として不当介入を拒否すること。 

二 速やかに警察に通報するとともに、捜査上必要な協力をすること。 

 三 速やかに発注者に文書で報告すること。 

四 暴力団等による不当介入を受けたことにより業務に遅れが生じる等の被害が生じる

おそれがある場合、発注者と協議を行うこと。 

 （発注者の解除権） 

第 10 条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、催告なしに契約を

解除することができるものとし、このことにより受注者に損害が生じても、発注者はそ

の責めを負わないものとする。 

 一 委託業務の履行ができないと明らかに認められるとき。 

 二 この契約に関し、不正又は不誠実な行為をしたと発注者が認めたとき。 

三 「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第３条又は第４条

の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止措置を受

けたとき。 

 四 この契約に関し、暴力団等による不当介入を受けたにもかかわらず、警察への通報

若しくは発注者への報告を怠り、著しく信頼を損なう行為を行ったと認められるとき。 

五 前各号に掲げる場合のほか、契約に違反し、その違反により契約の目的を達するこ

とができないと認められるとき。 

２ 発注者は、前項の規定により契約を解除した場合は、様式 11 により、請負契約解



除通知書を受注者へ通知し、受注者は委託金額の１０分の１に相当する額を違約金と

して発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

ただし、受注者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この

限りではない。 

３ 発注者は、第１項の規定により契約を解除したときは、委託業務の終了した部分を

確認し、相応する委託料を支払わなければならない。 

（受注者の解除権） 

第 11 条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができ

る。 

 一 天災その他の不可抗力により契約の履行が不可能となったとき。 

 二 発注者の責めに帰すべき事由により、受注者がこの契約を履行できないとき。 

 ２ 第 10 条第３項の規定は、前項第１号の規定により契約を解除した場合に準用する。 

 ３ 第１項第２号の規定により契約を解除した場合には、発注者は、これによって生じ

た受注者の損害を賠償しなければならない。ただし、その賠償額は、発注者と受注者

で協議して定める。 

 （補則） 

第 12 条 この契約書に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協

議して定めるものとする。  



 （様式５）                           年  月  日 

     三重県知事       あて 

 

草刈作業完了（第１回・第２回）報告書 

 下記のとおり作業が完了したので報告します。 

  

  作業団体の名称 
 

 

 
 

 

代表者氏名              
 

  連絡先・電話番号  

       作 業 内 容 の 実 績 等                        

①作業を行った場所         市・町       地区 

②道路・河川・公園名 

 

 

 

 道路・        号（線） 

 河川・        川（１級・２級、右岸・左岸） 

  公園・        公園 

③実施面積等  

       ㎡（    から    まで    ｍの区間） 

④作業を行った日 

 

 

（   回目）    年 月 日から  年 月 日まで 

（   回目）    年 月 日から  年 月 日まで 

⑤作業の参加人数 

  

（    回目）   参加人数       人 

（    回目）   参加人数       人 

⑥刈り草処分結果 

 （処分先） 

ア処分場への持ち込み イ区有地等での堆肥化  ウその他(         ） 

（処分先：          ） 

 ＊この報告書は、作業が完了したら、すぐに建設事務所に提出してください。 

    刈り取り回数が２回ある場合は、各回の完了毎に提出してください。 

 ＊写真は、起終点における作業前、作業中、作業後の写真各１枚とし、同方向から撮影し、比較対 

照できるものとすること。 

    刈り取り回数が２回ある場合は、各回毎に撮影してください。 

 

 

 



（様式６） 

                                                           年  月  日 

 

検 査 員 命 令 書 

 

（職   名） 

       （氏   名） 

                                                        建設事務所長 

 

          下記委託業務の検査員を命ずる。 

 

施 工 場 所             

  

委 託 業 務 名        

 

委 託 金 額                   ￥ 

 

作業団体の住所 

作業団体の名称 

代 表 者 氏 名        

 

契 約 の 締 結                             年      月      日 

着 手                           年      月      日 

完   了    予    定                              年      月      日 

 

 

完 了 １ 回 目                             年      月      日 

完 了 ２ 回 目                             年      月      日 

 

検 査 日 １ 回 目                             年      月      日 

検 査 日 ２ 回 目                             年      月      日 



（様式７）                                                   年  月  日 

検 査 復 命 書 

                                                     

              建設事務所長 様 

 

（職   名） 

                              （氏   名） 

 

 年  月 日実施した、下記の委託業務の完了検査の結果は次のとおりでした｡  

記 

施 工 場 所             

  

委 託 業 務 名        

 

委 託 金 額                   ￥ 

 

作業団体の名称 

代 表 者 氏 名        

 

県側業務担当者氏名      （職  名）       （氏  名） 

 

着     手                    年      月      日 

完 了 予 定                    年      月      日 

 

完 了 １ 回 目                            年      月      日 

完 了 ２ 回 目                            年      月      日 

 

※修補命令年月日                    年      月      日 

 

※修補完了年月日                    年      月      日 

 

検 査 結 果             合格  ・    不合格 

 

 

※修補指示する場合は、修補完了確認後に結果欄を記入する。 

※検査員氏名は、自署とする。 



（様式８）                                              

作 業 完 了 認 定 書 

 

                                 作業団体の名称 

                                作業団体の代表者氏名 

 

 

施 工 場 所             

  

委 託 業 務 名        

 

委 託 金 額                     ￥ 

 

契 約 の 締 結                           年      月      日 

 

着         手                  年      月      日 

 

完 了（１回目）                     年      月      日 

 

完 了（２回目）                     年      月      日 

 

検査年月日（１回目）                年      月      日 

検査年月日（２回目）                年      月      日 

 

 

    上記検査の結果完了したことを認定する。 

 

      年  月  日  

                                    検査員職氏名     （職   名）         

                                                      （氏   名）          

 

＊２通作成し、１通は契約相手方に交付し、１通は契約代金の請求書に支出証拠書として添える。 

 

＊契約相手方に対しては、早急に様式 10の請求書を提出してくださいと添文を付ける。 

 （作業が２回以上ある場合は、全作業が完了した後、請求書を提出させる。） 

 

＊上記検査は現地確認をするが、原則立会を求めない。 

 

＊検査員氏名は、自署とする。 

 



（様式９）                                               

                                        年  月   日 

 

修 補 指 示 書 

 

    （作業団体の名称）                                       

    （作業団体の代表者氏名） 

 

                                                       （職   名） 

                                                     （氏   名） 

 

    下記委託業務について修補を行ってください。 

 

施 工 場 所                                     

 

委 託 業 務 名        

 

修 補 内 容                                      

                                       

                                                                            

                                                                            

                                                                            

 

修 補 期 限        

 

 

               上記の修補をお請けします。 

             年  月  日  

 

                （作業団体の名称） 

                 (作業団体の代表者氏名）                  

 

 

        修補完了次第検査員まで連絡し、再度検査の指示を受けます。



（様式１０）          請  求  書 

 

 

    一金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円也 

   但し、   年度（          ）草刈作業委託契約に対する代金 

 

   上記のとおり請求します。 

 

        年  月  日 

 

     三重県知事       様 

 

                   住   所 

                   団 体 名 称 

                                      代表者氏名                          

 

       振込先 

 

金融機関 

 

銀行・組合       店  

 

預金種別 

 

 

 

口座番号 

 

 

 

口座名義人（フリガナ） 

 

 

 

 

 

発行責任者及び担当者（代表者印を省略する場合は、記入してください） 

発行責任者  連絡先(TEL)  

担 当 者  連絡先(TEL)  

  



（様式１１） 

          請負契約解除通知書 

                               第   号 

                             年  月  日 

 

様 

 

三重県知事       印 

   

 

 

              契約の解除について（通知） 

  

 

   年 月 日付で契約締結しました下記委託については、草刈作業委託契約書の条項

第１０条第 1項第○号により契約を解除します。 

 

                   記 

１ 委 託 業 務 名          

２ 施 行 場 所          

３ 契 約 年 月 日          

４ 工 期          

５ 請 負 代 金          

６ 契約を解除する金額 

７ 解 除 に 伴 う 措 置          契約の解除に伴い、草刈作業業務委託契約書の条項第１０条第

２項の規定により違約金（○○円）を徴収します。違約金の

支払期限は○年○月○日としますので、別途交付する納入通

知書で支払ってください。 


